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1. 総論
（1） 基本方針

施設・事業所としての災害対策に関する基本方針を記載する。

	事業所間の災害発生時における安否確認の基本ルール策定について

災害発生時の対応については、基本的に各事業所作成の災害発生時対応マニュアル、法人-福祉避難所運営規定に沿って行うところを再確認するところです。

しかしながら、今回の震災発生時の対応を振り返り、電話の不通、停電等発生した場合の連絡体制に不安があるため基本ルールを策定します。

Ⅰ　安否確認をする利用者

ⅰ　人工呼吸器や在宅酸素、吸引機等を使用の利用者

ⅱ　独居で介護なしでは生存に支障をきたす利用者　

ⅲ　独居利用者

Ⅳ　その他

Ⅱ　事業所間で共通する利用者

ⅰ　３事業所共通の利用者

ⅱ　２事業所共通の利用者

ⅲ　単独の利用者

Ⅲ　確認・連絡手段

　ⅰ　電話

　ⅱ　訪問（常勤）

　ⅲ　訪問（非常勤）

■ 各事業所の準備事項 ■

停電が発生することが考えられるため、各事業所とも少なくとも月１回、月初において印刷した利用者名簿を用意する。名簿には、利用者氏名、住所、電話番号、ケアマネ、年齢、安否確認する利用者フラグ、事業所間フラグを記載する。

作成した名簿は、毎月事務局へ提出し、事務局でまとめて保管する。

電気・電話が不通となり、人海戦術を行う場合は、この名簿を○○○○に掲載の上、実施する。

職員の安否確認について

　職員については、できるだけすみやかに無事の情報を事務所へ連絡し、その手段は可能な手段で行うこと。

　常勤・非常勤問わず、業務に就けるものはすみやかに○○○○に集合し、対策本部、事務所の指示の元に安否確認等の行動を行うものとします。

業務継続の判断

　対策本部、各事務所が活動の休止を判断しない限り、業務は通常通り行うものとします。

①利用者の安全確保：

利用者の中には重症化リスクが高く、災害発生時に深刻な被害が生じるおそれがある方がいることに留意して安全の確保に努める。

②サービスの継続：

利用者の生命、身体の安全、健康を守るために最低限必要となる機能を維持する。

③職員の安全確保：

職員の生命を守り、生活の維持に努める。


（2） 推進体制

平常時の災害対策の推進体制を記載する。

	主な役割
	部署・役職
	氏名
	補足

	統括、意思決定
	管理者
	○○○○
	対策本部長

	感染症対策委員会
	委員長
	○○○○
	

	感染症対策委員会
	委員
	○○○○
	


（３）リスクの把握

1 別紙：相模原市洪水・土砂災害ハザードマップ参照
2 被災想定

	交通被害

道路：３～７日で仮復旧（迂回路が利用できる想定）。１～２日で仮復旧
（迂回路が利用できる想定）
橋梁：迂回路を含め、３～７日で仮復旧。迂回路を含め、１～３日で仮復旧。
鉄道：１か月。２週間
ライフライン

上水：３週間（震度７）　　　７日（震度６程度）

下水：３週間（震度７）　　　７日（震度６程度）

電気：１週間（震度７）　　　３日（震度６程度）

ガス：５週間（都市ガス）（震度７）　　　３週間（震度６程度）

通信：１週間（津波の被害がない想定）（震度７）　　３日（震度６程度）


　【自施設で想定される影響】
	
	当日
	2日目
	3日目
	4日目
	5日目
	6日目
	7日目
	8日目
	9日目

	電力
	停電
	復旧
	→
	→
	→
	→
	→

	ＥＶ
	停止→
	復旧
	→
	→
	→
	→
	→

	飲料水
	備蓄分→
	→
	→

	生活用水
	千代田デイ貯水槽分→
	復旧
	→
	→
	→
	→
	→

	ガス
	停止
	復旧
	→
	→
	→
	→
	→
	
	

	携帯電話
	停止→
	復旧
	→
	→
	→
	→
	→

	メール
	停止→
	復旧
	→
	→
	→
	→
	→

	道路
	通行止め→
	部分復旧→
	→
	→
	→
	→
	→


（3） 優先業務の選定

1 優先する事業

	＜優先する事業＞

（１）居宅介護支援事業所
（２）○○○○
＜当座停止する事業＞

（１）○○○○



2 優先する業務

上記優先する事業のうち、優先する業務を選定する。

	●利用者の安否確認

安否確認をする利用者

ⅰ人工呼吸器や在宅酸素、吸引機等を使用の利用者

ⅱ独居で介護なしでは生存に支障をきたす利用者

ⅲ独居利用者

ⅳその他必要と考えられる利用者


（4） 研修・訓練の実施、ＢＣＰの検証・見直し
1 研修・訓練の実施

訓練実施の方針、頻度、概要等について記載する。

	●以下の教育を実施する。

（１）入職時研修

・時期：入職時　　　
・担当：管理者　　　

・方法：ＢＣＰの概念や必要性、感染症に関する情報を説明する。

（２）ＢＣＰ研修（全員を対象）

・時期：毎年6月　　

・担当：感染症対策委員会　委員長　　　　

・方法：ＢＣＰの概念や必要性、感染症に関する情報を共有する。

（３）外部ＢＣＰ研修（全員を対象）

・時期：年1回　　

・担当：外部研修　

・方法：各団体で企画する研修に参加する。

●以下の訓練(シミュレーション)を実施する。

・時期：毎年4月、10月

・担当：感染症対策委員会　委員長

・方法：感染者の発生を想定し、ＢＣＰに基づき、役割分担、実施手順、人員の代替え、

　　　　 物資調達方法の確認などを 机上訓練で確認する。


2 ＢＣＰの検証・見直し

	●以下の活動を定期的に行い、ＢＣＰを見直す。

・時期：毎年6月　

・ＢＣＰに関連した最新の動向を把握し、ＢＣＰを見直す。

・教育を通じて得た疑問点や改善すべき点についてＢＣＰを見直す。

・訓練の実施により判明した新たな課題と、その解決策をＢＣＰに反映させる。


2. 平常時の対応

（1） 建物・設備の安全対策

1 人が常駐する場所の耐震措置
	場所
	対応策
	備考

	躯体(柱、壁、床)
	
	耐震に問題なし

	天井
	
	耐震に問題なし

	窓
	ガラス飛散防止フィルムの貼付け
	


2 設備の耐震措置
	対象
	対応策
	備考

	事務所の什器
	キャビネットは転倒防止のため壁に固定する
	対応済み

	パソコン本体
	机に固定する

重要なデータは、バックアップをとり、保管する
	

	ディスプレイ
	机に固定する
	


3 水害対策
	対象
	対応策
	備考

	なし
	なし
	4階のため対象外

	
	
	


（2） 電気が止まった場合の対策

被災時に稼動させるべき設備と自家発電機もしくは代替策を記載する。

	稼働させるべき設備
	自家発電機もしくは代替策

	なし
	なし


（3） ガスが止まった場合の対策

被災時に稼動させるべき設備と代替策を記載する。

	稼働させるべき設備
	代替策

	なし
	なし


（4） 水道が止まった場合の対策

被災時に必要となる飲料水および生活用水の確保を記載する。

1 飲料水

	備蓄水（ウォーターサーバー）7.6ℓ×6個…7日分×8人分


2 生活用水

	なし。必要時に○○○○貯留水を借用。


（5） 通信が麻痺した場合の対策

	各ケアマネジャーに業務用携帯電話を渡している。通信が可能であればグループLINE等でやり取りをする。


（6） システムが停止した場合の対策

	· 月１回、月初において印刷した利用者名簿を用意する。名簿には、利用者氏名、住所、電話番号、ケアマネ、年齢、安否確認する利用者フラグ、事業所間フラグを記載する。作成した名簿は、毎月事務局へ提出し、事務局でまとめて保管する。居宅においても当月と前月の2か月分を印刷し保管する。

· 各利用者の情報については、○○○○のクラウド上で確認をする。各ケアマネジャーに配布しているiPadから閲覧可能。インターネットが使用不可の場合は各個人ファイルにて紙ベースで確認する。
· データの喪失に備えて、PC内の『居宅共有』については、毎月管理者がバックアップを取る。


（7） 衛生面（トイレ等）の対策

被災時は、汚水・下水が流せなくなる可能性があるため、衛生面に配慮し、トイレ・汚物対策を記載する。

1 トイレ対策

【利用者】
	居宅介護支援事業所のため想定なし。


【職員】
	○○○○にて備蓄している簡易トイレ等を借用する。


2 汚物対策

	居宅介護支援事業所のため想定なし。


（8） 必要品の備蓄

被災時に必要な備品はリストに整理し、計画的に備蓄する（多ければ別紙とし添付する）。定期的にリストの見直しを実施する。備蓄品によっては、消費期限があるため、メンテナンス担当者を決め、定期的に買い替えるなどのメンテナンスを実施する。

【飲料・食品】

	品名
	数量
	消費期限
	保管場所
	メンテナンス担当

	なし。
	
	
	
	


【医薬品・衛生用品・日用品】

	品名
	数量
	消費期限
	保管場所
	メンテナンス担当

	なし。
	
	
	
	


【備品】

	品名
	数量
	保管場所
	メンテナンス担当

	不織布マスク
	　
	
	

	サージカルマスク
	
	
	

	非接触型体温計
	
	
	

	ゴム手袋
	
	
	

	フェイスシールド
	
	
	

	ゴーグル
	
	
	

	ガウン
	
	
	

	キャップ
	
	
	

	消毒用アルコール
	
	
	

	トイレットペーパー
	
	
	

	ティッシュペーパー
	
	
	


（9） 資金手当て

	保険会社名　　　○○○○
保険名　　　　　　○○○○
事業所内金庫に、常に○○○○万円以上を確保している。


3. 緊急時の対応

（1） ＢＣＰ発動基準と参集基準
　　　　



















（２）行動基準

	○○○○の職員としての行動基準を示す。

1 自分の身は、自分で守る。

2 訪問活動中は利用者の安全を確保し、最善と思われる方法を取る。

3 家族の安全確保の後、速やかに緊急連絡を行い、参集もしくは召集まで待機する。

4 出張時、訪問勤務時、勤務時間外でも事務所へ連絡をとる。

5 災害情報や相模原市災害対策本部の発表に注意する。




（３）対応体制（対策本部）
	担当者名／連絡先
	対策本部における職務（権限・役割）

	管理者　○○○○
個人電話: ○○○○
業務電話: ○○○○
自宅電話: ○○○○
	対策本部長
	・対策本部組織の統括、全体統括

・緊急対応に関する意思決定

	主任　○○○○
個人電話: ○○○○
業務電話: ○○○○
自宅電話: ○○○○
	対策本部長　補佐
	・対策本部長のサポート

・対策本部の運営実務の統括

・関係各部署への指示

	○○○○
個人電話: ○○○○
業務電話: ○○○○
自宅電話: ○○○○
	対策本部メンバー

	・対策本部長補佐のサポート

・関係各部署との窓口

・社外対応の窓口

	○○○○
個人電話: ○○○○
業務電話: ○○○○
自宅電話: ○○○○
	対策本部メンバー

	・対策本部長補佐のサポート

・医療機関との連携

・関連機関、他施設、関連業者との連携


（４）対応拠点

緊急時対応体制の拠点となる候補場所を記載する（安全かつ機能性の高い場所に設置する）。

	第１候補場所
	第２候補場所

	○○○○
	○○○○


（５）安否確認

1 利用者の安否確認

	【安否確認ルール】

Ⅰ　安否確認をする利用者

ⅰ　人工呼吸器や在宅酸素、吸引機等を使用の利用者

ⅱ　独居で介護なしでは生存に支障をきたす利用者　

ⅲ　独居利用者

Ⅳ　その他

Ⅱ　事業所間で共通する利用者

ⅰ　３事業所共通の利用者

ⅱ　２事業所共通の利用者

ⅲ　単独の利用者

Ⅲ　確認・連絡手段

　ⅰ　電話

　ⅱ　訪問（常勤）

　ⅲ　訪問（非常勤）

【医療機関への搬送方法】

○○○○より車椅子、リクライニング車椅子等を借用し搬送する。
交通状況等の事情により、○○○○送迎車を使用するか徒歩で押していくか判断する。



2 職員の安否確認

別紙：『○○○○緊急連絡一覧』参照。
（6） 施設内外での避難場所・避難方法

地震などで一時的に避難する施設内・施設外の場所を記載する。また、津波や水害などにより
浸水の危険性がある場合に備えて、垂直避難の方策について検討しておく。
【施設内】

	
	第１避難場所
	第２避難場所

	避難場所
	○○○○
	○○○○


（7） 重要業務の継続

	●利用者の安否確認

安否確認をする利用者

ⅰ人工呼吸器や在宅酸素、吸引機等を使用の利用者

ⅱ独居で介護なしでは生存に支障をきたす利用者

ⅲ独居利用者

ⅳその他必要と考えられる利用者
●各事業所との連絡調整
●医療機関との連絡調整


（8） 職員の管理

1 休憩・宿泊場所

震災発生後、職員が長期間帰宅できない状況も考えられるため、候補場所を検討し、指定しておく。

	休憩場所
	宿泊場所

	○○○○
	○○○○


2 勤務シフト

	【災害時の勤務シフト原則】

· 利用者の安否確認後は、原則自宅からの連絡調整とする。
· 業務用携帯、充電器、iPadを持ち帰る。
· 請求業務も○○○○のクラウド上で可能だが、事業所からの実績報告がFAXで来ることが想定されるため、請求業務のみ○○○○事業所にて管理者が行なう。


（10） 復旧対応

1 破損個所の確認

	＜建物・設備の被害点検シート例＞

対象
状況（いずれかに○）
対応事項/特記事項
建物・設備
躯体被害
重大／軽微／問題なし
エレベーター
利用可能／利用不可
電気
通電　／　不通
水道
利用可能／利用不可
電話
通話可能／通話不可
インターネット
利用可能／利用不可
・・・

建物・設備

（フロア単位）
ガラス
破損・飛散／破損なし
キャビネット
転倒あり／転倒なし
天井
落下あり／被害なし
床面
破損あり／被害なし
壁面
破損あり／被害なし
照明
破損・落下あり／被害なし
・・・




2 業者連絡先一覧の整備
	業者名
	連絡先
	業務内容

	○○○○
	○○○○
	PC関係

	○○○○
	○○○○
	電気

	○○○○
	○○○○
	マンション管理

	○○○○
	○○○○
	エルピナウォーター

	○○○○
	○○○○
	コピー機


3 情報発信
	関係事業所、医療機関等については、通信復旧後に電話にて情報共有を行う。


4. 他施設との連携
（1） 連携体制の構築

1 連携先との協議
	非常災害時の協定については、相模原高齢者福祉施設協議会（高齢協）と相模原市で提携している。協定に基づき法人職員として対応する。
居宅介護支援事業所として、他の居宅介護支援事業所より応援要請、ケースの一時引継ぎ等の依頼があったら、可能な範囲内で速やかに対応する。非常災害時は、短期間に限りケアマネジャーの持ち件数上限を超えて対応しても特定事業所加算の要件に抵触しないこととなっている。行政に確認の上、地域の利用者が適切なマネジメントを受けられるよう、事業所として対応していく。


2 連携協定書の締結

地域との連携に関する協議が整えば、その証として連携協定書を締結し、写しを添付する。

	○○○○としての連携協定はない。


3 地域のネットワーク等の構築・参画

施設・事業所の倒壊や多数の職員の被災等、単独での事業継続が困難な事態を想定して、施設・事業所を取り巻く関係各位と協力関係を日ごろから構築しておく。地域で相互に支援しあうネットワークが構築されている場合はそれらに加入することを検討する。

【連携関係のある施設・法人】

	施設・法人名
	連絡先
	連携内容

	なし。
	
	


さがみはら介護支援専門員の会、高齢協、その他の団体で普段から連携を取っている。協力依頼があれば可能な範囲内で速やかに対応する。
【連携関係のある医療機関（協力医療機関等）】

	医療機関名
	連絡先
	連携内容

	なし。
	
	


【連携関係のある社協・行政・自治会等】

	名称
	連絡先
	連携内容

	なし。
	
	


5．地域との連携
（1） 被災時の職員の派遣
	現時点でなし。依頼があれば派遣する。


（2） 福祉避難所の運営

1 福祉避難所の指定

	○○○○としてはなし。


2 福祉避難所開設の事前準備
	高齢協と相模原市の協定に基づき、○○○○職員も法人職員として対応する。


6. 居宅介護支援サービス固有事項

	【平時からの対応】
平時からどこでもマネジメント業務、特に連絡調整ができるよう、業務用携帯、充電器、iPadを持ち帰る。
【災害が予想される場合の対応】
原則在宅勤務に切り替える。各事業所との調整を開始する。
【災害発生時の対応】
原則在宅勤務に切り替える。自分の身を守り、家族の安全を確保した上で、利用者の安否確認業務に入る。ケアマネジャーが安否確認の必要な利用者全員を訪問対応することはできない。連絡調整業務に主眼を置く。


【備品一覧】
	品名
	数量
	保管場所
	メンテナンス担当

	不織布マスク
	
	
	

	サージカルマスク
	
	
	

	非接触型体温計
	7
	各自保管
	各自

	ゴム手袋
	
	
	

	フェイスシールド
	7
	各自保管
	各自

	ゴーグル
	7
	各自保管
	各自

	ガウン
	
	
	

	キャップ
	
	
	

	消毒用アルコール
	
	
	

	トイレットペーパー
	
	
	

	ティッシュペーパー
	
	
	

	LEDライト
	1
	非常用持ち出し袋
（リュックサック）に全て入っている。

	

	ランタン
	1
	
	

	ポケットラジオ
	1
	
	

	防炎フード
	1
	
	

	5年保存ライスクッキー
	1
	
	

	5年保存おにぎり
	2
	
	

	スーパーバランス
	1
	
	

	保存水500mL
	3
	
	

	保温性レジャーシート
	1
	
	

	携帯用レインコート
	1
	
	

	防寒防風アルミシート
	1
	
	

	簡易トイレ
	1
	
	

	給水バッグ
	1
	
	

	軍手　ロープ　ホイッスル
	1
	
	

	ウェットティッシュ
	1
	
	

	目隠しポンチョ
	1
	
	

	乾電池式USB充電器
	1
	
	

	スマホ用充電ケーブル
	1
	
	

	防護メット
	1
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洪水ハザードマップ｜相模原市 (city.sagamihara.kanagawa.jp) 
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土砂災害ハザードマップ｜相模原市 (city.sagamihara.kanagawa.jp)
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神奈川県災害情報ポータル (pref.kanagawa.jp)
	○○○○　緊急連絡一覧

	氏名
	住所
	自宅電話
	本人携帯電話
	緊急連絡先
	緊急連絡電話番号
	その他の連絡先等

	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○
	○○○○


初期においては、ⅰ、ⅱまで実施


その後、可能な状況になり次第ⅲ、ⅳ実施


※今回のようなケースの場合でも初期と同様





対策本部（○○○○）を立ち上げ、本部が対応可能人員を考慮し、その場で決定する。


（初期の優先順位付けしない）





第１次配備　＝　警戒体制　


管理者および管理者が定める常勤職員。その他の職員は通常業務もしくは自宅等で待機する。


　甚大な被害が生ずると推測される場合。（例）大型台風が接近している場合





第２次配備　＝　非常体制　


全正職員対応。甚大な被害が生じた場合。（例）震度６強以上





常勤職員は、勤務時間外や休日でも相模原市に震度６強以上の地震が発生した場合や避難勧告・指示があった場合には、原則として全員が、別途定める○○○○災害対策本部へ参集しなければならない。


非常勤職員は、自分自身・家族の安全を確保した上で、自主的に○○○○災害対策本部へ参集を期待する。











第１次配備【警戒体制】





１．配備要件


①　地　震　　　相模原市で震度５から６弱が発生したとき


②　風水害　　　相模原市で１時間に３０mm以上、１日３００mmを越す降水量が気象庁で予測されたとき


　　　　　　　　　「大型で非常に強い」を越す台風の進路に相模原市が含まれると気象庁で予測されたとき


③　その他　　　平野部で積雪量１ｍを越す豪雪等、地域生活に支障を及ぼす異常な自然現象があったときに、管理者が警戒体制の必要性があると認めたとき





２．配備時間


①勤務日時間内　　　８：３０～１７：３０


　②勤務日時間外　　１７：３０～２２：００／６：００～８：３０


　③休日　　　　　　　６：００～２２：００


※　管理者が被害状況を把握し、第２次配備への移行もしくは第１次配備の解除を行う





３．配備人員


○○○○事務所に２名以上参集


　　管理者、および管理者が定める常勤職員





第２次配備【非常体制】





１．配備要件


①　地　震　　　相模原市で震度６強以上が発生したとき


②　風水害　　　洪水、浸水、高潮、土砂崩れ、家屋の倒壊等が発生したとき


③　その他　　　積雪量１.５ｍを越す豪雪等、地域生活に支障を及ぼす異常な自然現象があったときに、管理者が非常体制の必要性があると認めたとき





２．配備期間


　　　応急的な復旧支援が一段落したとし、管理者が第２次配備の解除を行うまで





３．配備人員


　　全職員　ただし、緊急参集は常勤職員に限る。


交通の途絶等により参集場所へ行けない場合や、災害発生直後の現場において人命救助、避難誘導等の応急的な人道措置に携わっている場合は、その旨を事務所へ報告し、指示を仰ぐ。





第２次配備【非常体制】


参集フロー図








災害発生





勤務時間内





勤務時間外





自分の安全を確保する。家族の安否を確認する。概況を知る。事務所へ連絡をとる。





交通途絶、参集できない





上司へ連絡がとれない





内　　勤


↓


職員、利用者等の情報収集・対応指示に努める。








地域へ出ている最中


訪問介護等の支援中


　　　　↓


利用者等の安全確保・避難誘導に努める。





地域の被害が甚大


↓


地域での救護に努める





家族が被災


↓


家族の救護に努める





○○○○災害対策本部へ参集する


（建物倒壊等、参集に不具合がある場合は、身の安全が確保できる場所において待機）








初期においては、ⅰ、ⅱまで実施


その後、可能な状況になり次第ⅲ、ⅳ実施


※今回のようなケースの場合でも初期と同様





対策本部を立ち上げ、本部が対応可能人員を考慮し、その場で決定する。


（初期の優先順位付けしない）








